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今年度要求のポイント

 H23～

22年度予算

事 業 費

事業期間

H15～H20
 市単独加算を実施
H21
 自立支援給付費(報酬)の改正の
 ため、単独加算終了

補助制度創設、補助金要綱の制定

【経過(～22年度】 【23年度】

0

主な要求内容

平成23年度要求額

90,6750

(単位:千円)

全体事業費

今後、障害者の生活の場は入所施設や在宅から自立し、グループホーム等が中心とな
ることが見込まれており、本市第2期障害福祉計画でも、平成23年度末までに609人の
利用を見込んでいる。
しかし、グループホーム等に対する国の報酬単価は、その基準が低いため十分な支援
体制が組めない状況にあり、運営に参入する事業者が増えない一因となっている。
そこで、基準以上の支援員を配置している事業者に対し助成することで、グループ
ホーム等事業への参入を促す。

事 業 名 グループホーム等支援体制強化事業

グループホーム等支援体制強化事業補助金

平成22年度予算額

項目

平成21年度決算額

(単位　千円)

内容・積算等

・夜間支援 @4,720×補助率3/4×補助単位(15)

90,675

23年度要求額

・日中支援 @3,340×補助率3/4×補助単位(15)

・事業継続
・国の制度改正、報酬額の改定状況を
見ながら、事業内容の検証を行う。

【今後(～24年度】

その他 特記事項

90,675

スケジュール(経過及び今後展開)

合計

グループホーム及びケアホームにおいて、指定基準以上の支援員を配置し、
サービス提供体制を確保する場合に、その人件費の一部を助成する。

・対象事業 　障害者自立支援法に基づく共同生活介護(ケアホーム)及び
　　　　　 　共同生活援助(グループホーム)
・補助基準額 日中支援 3,340,000円  夜間支援 4,720,000円
　　　　　　 (実際に要した経費を比較し、低い方の額とする)
・補助率  　 3/4
・補助単位　 共同生活住居5か所又は利用者20人以内の施設は補助単位を
　　　　　　 1とし、これを超える場合、共同生活住居5か所又は利用者
　　　　　　 20人を超えるごとに1を加える。
　　　　　　 日中支援と夜間支援において加配を行った場合は、それぞれ
　　　　　　 を対象とする。
・対象要件 　補助単位数ごとに、人員配置基準を超えて、1以上の支援員
　　　　　　 を配置

002

事業内容

関連事業

整理番号 11

障害者福祉施設整備補助

障害者自立支援法上のグループホーム等に対する国の報酬単価では、十分
な支援体制が組めないのが実情であるため、その支援体制を確保すること
により、グループホーム等の安定運営を図り、もって地域における障害者
の自立した生活基盤の確立を図る。

事業目的

健康福祉局　障害福祉課局・課名／　　

障害者就労訓練設備等整備費補助


